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沖電気工業株式会社の沖ウィンテック株式会社完全子会社化に関する 

株式交換契約の締結について 
 

 

沖電気工業株式会社（以下「ＯＫＩ」）と沖ウィンテック株式会社（以下「ＯＫＩウィンテ

ック」）は、本日開催のそれぞれの取締役会において、株式交換（以下「本株式交換」）によ

りＯＫＩウィンテックをＯＫＩの完全子会社とすることを決議し、株式交換契約を締結いた

しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

本株式交換については、平成 22 年３月 30 日開催予定のＯＫＩウィンテックの臨時株主総

会において本株式交換契約の承認を得た上で、平成 22 年６月１日を本株式交換の効力発生日

とする予定です。なお、ＯＫＩにおいては、会社法第 796 条第３項の規定に基づき、本株式

交換を株主総会の承認を必要としない簡易株式交換の手続きにより行う予定です。 

また、本株式交換により、ＯＫＩウィンテックの株式は効力発生日である平成 22 年６月１

日に先立ち、平成 22 年５月 27 日付で上場廃止（最終売買日は平成 22 年５月 26 日）となる

予定です。 

 

記 

 

１．株式交換による完全子会社化の目的 

（１）株式交換の目的 

 ＯＫＩは事業セグメントを主軸とするグループ連結での企業価値の最大化を目指

し、グループ企業を含めた事業構造改革を進めております。 

 この度、この事業構造改革の一環として、グループ経営の一層の強化を図ること

により、通信事業をより機動的に推進するため、ＯＫＩウィンテックを本株式交換

により完全子会社化いたします。 

 

＜背景＞ 

 ＯＫＩの注力事業のひとつであるＰＢＸを中心とした民需通信市場は、ネットワ

ークのＩＰ通信や無線化、さらには固定網と移動網との融合等の技術革新が進むな

か、通信機器の価格下落にともない競争が激化しており、大きな成長を期待するの

は難しい状況にあります。そのため、従来からのＯＫＩが得意とする大企業中心の

マーケットに加え、中堅・中小企業マーケットへの販売チャネルを拡大強化してい

くことが課題となっております。また、通信機器販売中心の営業スタイルから、機
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器販売、設置工事、調整、保守、さらには運用監視等のサービス事業をトータルに

提供する体制に変革し、より収益力を高める必要がありました。 

 一方、ＯＫＩウィンテックにおいても、現在の電気設備事業や電話交換機の構築・

保守を中心とした情報通信システム事業だけでは今後の事業拡大は大きく期待でき

ず、電気設備事業においては、太陽光発電システムに代表される環境市場への取組

み、情報通信システム事業においては、情報通信融合商品をはじめとした商品の拡

大や、新しい保守サービス商品の創出等、新しい領域への事業展開が必須でありま

す。 

これらの課題への対応を検討した結果、ＯＫＩウィンテックを完全子会社化する

ことにより、意思決定の迅速化、ならびに諸課題解決力・実行力を上げ、事業・収

益を一層拡大できるものと判断いたしました。 

ＯＫＩの保有するシステム開発力、サービス事業創出力、顧客対応力とＯＫＩウ

ィンテックの保有する現場力（システム構築力、保守力）、中堅・中小企業を中心と

したマーケットへの営業力をより密接に連携させることにより、幅広いお客様への

サービスを提供することが可能となります。また、大企業から中堅・中小企業まで

の幅広い顧客に対して、機器販売、システム構築、保守、運用までのライフサイク

ル全般にわたってのサービスをワンストップで提供することにより、更なる市場深

耕を目指します。 

 

（２）上場廃止となる見込およびその事由 

本株式交換により、その効力発生日である平成 22 年６月１日をもって、ＯＫＩウィン

テックはＯＫＩの完全子会社となり、完全子会社となるＯＫＩウィンテックの株式は、

株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」）の上場廃止基準に従い、所定の手続

を経て平成 22 年５月 27 日に上場廃止（最終売買日は平成 22 年５月 26 日）となる予定

です。上場廃止後は、東京証券取引所においてＯＫＩウィンテック株式を取引すること

はできません。 

本株式交換の目的は、上記１．（１）に記載のとおりであり、ＯＫＩウィンテックの

株式の上場廃止を直接の目的とするものではありません。ＯＫＩウィンテックの株式

が上場廃止になった後も、本株式交換によりＯＫＩウィンテックの株主に割当てられ

るＯＫＩの普通株式は、東京証券取引所および株式会社大阪証券取引所（以下「大阪

証券取引所」）に上場されているため、本株式交換後においても、ＯＫＩウィンテック

株式を 115 株以上所有し、本株式交換によりＯＫＩの単元株式数である 1,000 株以上

のＯＫＩ株式の割当てを受ける株主の皆様は、株式の所有数に応じて一部単元未満株

式の割当てを受ける可能性はあるものの、１単元以上の株式について引き続き東京証

券取引所および大阪証券取引所において取引が可能であり、所有株式の流動性を確保

できるものと考えております。但し、115 株未満のＯＫＩウィンテック株式を所有する

株主の皆様には、ＯＫＩの単元株式数である 1,000 株に満たないＯＫＩ株式が割当て

られます。単元未満株式については、取引所市場において売却することはできません

が、株主の皆様のご希望により単元未満株式の買取制度をご利用いただくことができ

ます。取扱いの詳細については、下記２．（２）の（注３）をご参照下さい。 

なお、ＯＫＩウィンテックの株主の皆様は、最終売買日である平成 22 年５月 26 日

（予定）までは、東京証券取引所において、その所有するＯＫＩウィンテック株式を

従来どおり取引することができるほか、会社法その他関連法令に定める適法な権利を

行使することができます。 

 

（３）公正性を担保するための措置 

本株式交換の検討にあたっては、ＯＫＩがＯＫＩウィンテックの発行済株式総数の

53.5％（間接保有 0.4％を含む）を保有していることから、株式交換比率の公平性・妥当
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性を担保するため、下記２．（３）に記載のとおり、ＯＫＩおよびＯＫＩウィンテックは、

それぞれ別個に両社から独立した第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼し、その

算定結果を参考として交渉・協議を行い、その結果合意された株式交換比率により本株

式交換を行うことを、それぞれの取締役会において決定いたしました。 

なお、両社は、共に第三者算定機関より株式交換比率の公正性に関する意見書（フェ

アネス・オピニオン）を取得しておりません。 

 

（４）利益相反を回避するための措置 

利益相反の回避という観点から、ＯＫＩウィンテックの取締役会においては、社外取

締役 入谷百拡については、現在ＯＫＩの従業員を兼務していることから、本株式交換

の審議および決議には参加せず、また、社外監査役 白石吉勝、宮下正雄および田井務

については、それぞれ現在ＯＫＩの監査役、取締役および従業員を兼務していることか

ら、本株式交換の審議には参加せず、意見表明を行っておりません。 

 

 

２．株式交換の要旨 

（１）株式交換の日程 

 

平成 22 年２月３日  株式交換決議取締役会（両社） 

平成 22 年２月３日  株式交換契約締結（両社） 

平成 22 年２月４日 （予定） 臨時株主総会基準日公告（ＯＫＩウィンテック） 

平成 22 年２月 18 日 （予定） 臨時株主総会基準日（ＯＫＩウィンテック） 

平成 22 年３月 30 日 （予定） 株式交換承認臨時株主総会（ＯＫＩウィンテック）

平成 22 年５月 26 日 （予定） 最終売買日（ＯＫＩウィンテック） 

平成 22 年５月 27 日 （予定） 株式上場廃止日（ＯＫＩウィンテック） 

平成 22 年６月１日 （予定） 株式交換の予定日（効力発生日） 

 

（注１）本株式交換は、ＯＫＩにおいては、会社法第 796 条第３項の規定に基づく簡易

株式交換の手続きにより株主総会の承認を得ずに行う予定です。 

（注２）本株式交換の予定日は、両社の合意により変更されることがあります。 

 

（２）株式交換に係る割当ての内容 

 

会社名 
ＯＫＩ 

（完全親会社） 

ＯＫＩウィンテック 

（完全子会社） 

株式交換比率 １ 8.7 

（注１）株式の割当比率 

ＯＫＩウィンテックの普通株式１株に対して、ＯＫＩの普通株式 8.7 株を割当

て交付します。但し、ＯＫＩが保有するＯＫＩウィンテックの普通株式について

は、本株式交換による株式の割当ては行いません。 

（注２）株式交換により交付する株式数等 

本株式交換に際して、ＯＫＩは普通株式 48,999,009 株を割当て交付いたします。

交付する株式については、保有する自己株式（平成 21 年９月 30 日現在 1,659,526

株）（普通株式）および単元未満株式の買取請求などにより本株式交換の効力発生

日までに取得する自己株式（普通株式）を充当し、不足分については新たに普通

株式を発行する予定です。また、ＯＫＩウィンテックは本株式交換の効力発生日

の前日までに開催する取締役会の決議により、その保有する自己株式を消却する
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予定です。（なお、平成 21 年９月 30 日現在でＯＫＩウィンテックが保有する自己

株式は、43,730 株です） 

本株式交換によりＯＫＩが割当て交付する株式数については、ＯＫＩウィンテ

ックの自己株式の消却等の理由により今後修正される可能性があります。 

（注３）単元未満株式の取扱い 

本株式交換により、ＯＫＩの単元未満株式が交付された場合、単元未満株式に

ついては取引所市場において売却することはできませんが、ＯＫＩでは、単元未

満株式を保有する株主の皆様のため、単元未満株式の買取制度を設けております。 
（注４）１株に満たない端数の取扱い 

本株式交換に伴い、ＯＫＩの１株に満たない端数の交付を受けることとなる

株主の皆様においては、会社法第 234 条の規定により、その端数の合計数（そ

の合計数に１に満たない端数がある場合はこれを切り捨てるものとします。）に

相当するＯＫＩの株式を売却し、その端数に応じてその代金を当該端数に相当

するＯＫＩの株式の交付に代えて当該株主の皆様に交付します。 

 

（３）株式交換比率の算定根拠等 

①算定の基礎および経緯 

本株式交換の株式交換比率については、その算定にあたって公正性・妥当性を期

すため、ＯＫＩおよびＯＫＩウィンテックはそれぞれ別個に両社から独立した第三

者算定機関に株式交換比率の算定を依頼することとし、ＯＫＩはみずほ証券株式会

社（以下「みずほ証券」）を、ＯＫＩウィンテックは株式会社三井住友銀行（以下「三

井住友銀行」）を、それぞれ第三者算定機関として選定いたしました。 

 

みずほ証券は、ＯＫＩおよびＯＫＩウィンテックの普通株式について、市場株価

基準法、類似企業比較法、ディスカウンティッド･キャッシュフロー法（以下「ＤＣ

Ｆ法」）を採用して算定を行いました。市場株価基準法では、平成 22 年２月１日を

算定基準日として、算定基準日の終値株価、算定基準日から遡る１週間、１ヶ月間

および３ヶ月間の終値平均株価を採用して、算定を行いました。各算定手法による

ＯＫＩウィンテックの株式１株に対するＯＫＩの株式の割当株数の算定結果は、以

下のとおりであります。 

 

採用手法 株式交換比率の評価レンジ 

市場株価基準法 6.61～8.16 

類似企業比較法 7.50～10.10 

ＤＣＦ法 7.11～8.74 

 

みずほ証券は、株式交換比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報および

公開情報が正確かつ完全であること、株式交換比率の算定に重大な影響を与える可

能性がある事実でみずほ証券に対して未開示の事実はないこと等の種々の前提を置

いており、かつ両社の資産・負債については独自の評価または査定を行っていない

ことを前提としております。また、かかる算定において参照した両社の財務見通し

については、両社により現時点で得られる最善の予測および判断に基づき合理的に

準備・作成されたことを前提としていること、ならびにかかる算定は平成 22 年２月

１日現在の情報と経済情勢を反映したものであることを前提としております。 

 

一方、三井住友銀行は、ＯＫＩおよびＯＫＩウィンテックの普通株式について、

市場株価平均法、ＤＣＦ法を採用して算定を行いました。市場株価平均法では、平

成 22 年２月１日を算定基準日として、算定基準日以前の１週間（平成 22 年１月 26
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日～平成 22 年２月１日）、１ヶ月間（平成 22 年１月４日～平成 22 年２月１日）お

よび３ヶ月間（平成 21 年 11 月２日～平成 22 年２月１日）のＶＷＡＰ（出来高加重

平均株価）の値を採用しました。各算定手法によるＯＫＩウィンテックの株式１株

に対するＯＫＩの株式の割当株数の算定結果は、以下のとおりであります。 

 

採用手法 株式交換比率の評価レンジ 

市場株価平均法 6.77～7.97 

ＤＣＦ法 8.00～14.40 

 

三井住友銀行は、株式交換比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報およ

び公開情報が正確かつ完全であること、株式交換比率の算定に重大な影響を与える

可能性がある事実で三井住友銀行に対して未開示の事実はないこと等の種々の前提

を置いており、かつ両社の資産・負債については独自の評価または査定を行ってい

ないことを前提としております。また、かかる算定において参照した両社の財務見

通しについては、両社により現時点で得られる最善の予測および判断に基づき合理

的に準備・作成されたことを前提としていること、ならびにかかる算定は平成 22 年

２月１日現在の情報と経済情勢を反映したものであることを前提としております。 

 

 なお、これらの第三者算定機関が提出した株式交換比率の算定結果は、本株式交

換における株式交換比率の公正性についての意見を表明するものではありません。 

  

これらの算定結果をふまえ、両社で真摯に交渉・協議をした結果、最終的に上記株

式交換比率が妥当であるとの判断に至り、合意いたしました。 

 

②算定機関との関係 

みずほ証券および三井住友銀行はともにＯＫＩおよびＯＫＩウィンテックの関連

当事者には該当いたしません。 

 

（４）株式交換完全子会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

ＯＫＩウィンテックは新株予約権および新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

 

３．株式交換の当事会社の概要（平成 21 年９月 30 日現在） 

（１） 商号 
ＯＫＩ 

（完全親会社） 

ＯＫＩウィンテック 

（完全子会社） 

（２） 事業内容 

電子通信・情報処理・ソフト

ウェアの製造・販売およびこ

れらに関するシステムの構

築・ソリューションの提供、

工事・保守およびその他サー

ビスなど 

情報通信システム、電気設備、

その他建設工事の設計・施工

およびこれらに関する保守

サービスなど 

（３） 設立年月日 昭和 24 年 11 月１日 昭和 35 年５月２日 

（４） 本店所在地 
東京都港区西新橋三丁目16番

11 号 

東京都品川区北品川一丁目 19

番４号 

（５） 
代表者の役職・ 

氏名 

代表取締役社長執行役員 

川崎 秀一 

代表取締役社長 

村瀬 忠男 

（６） 資本金 76,940 百万円 2,001 百万円 
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（７） 発行済株式総数 684,256,778 株 12,100,000 株 

（８） 純資産（連結） 54,708 百万円 14,816 百万円 

（９） 総資産（連結） 365,414 百万円 23,183 百万円 

（10） 決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 

（11） 従業員数 17,324 名（連結） 849 名（連結） 

（12） 主要取引先 

東日本電信電話株式会社 

西日本電信電話株式会社 

官公庁 

主要金融機関 

官公庁 

ＯＫＩおよび関連会社 

主要金融機関 

総合建設企業各社 

明治安田生命保険相

互会社 
5.0％ ＯＫＩ 53.1％

日本トラスティ･サ

ービス信託銀行株式

会社（信託口） 

2.8％

日本トラスティ・サー

ビス信託銀行株式会

社（信託口） 

4.2％

日本トラスティ･サ

ービス信託銀行株式

会社（信託口 4） 

2.0％
明治安田生命保険相

互会社 
3.8％

沖電気グループ従業

員持株会 
2.0％

ユービーエス エージ

ー ロンドン アカウ

ント アイピービー 

セグリゲイテッド ク

ライアント アカウン

ト（常任代理人 シテ

ィバンク銀行株式会

社）  

3.2％
（13） 

大株主および 

持株比率 

株式会社みずほコー

ポレート銀行 
1.9％

ノーザン トラスト 

カンパニー （エイブ

イエフシー） サブ ア

カウント アメリカン 

クライアント（常任代

理人 香港上海銀行

東京支店） 

2.9％

（14） 主要取引銀行 

株式会社みずほコーポレート

銀行 

株式会社三井住友銀行 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

みずほ信託銀行株式会社 

株式会社みずほコーポレート

銀行 

みずほ信託銀行株式会社 

株式会社三井住友銀行 

資本関係 

ＯＫＩが、ＯＫＩウィンテックの発行済株式総

数の 53.5％（間接保有 0.4％を含む）を保有し

ております。また、ＯＫＩウィンテックはＯＫ

Ｉの株式を保有しておりません。 

（15）
当事会社間の 

関係等 

人的関係 

ＯＫＩの従業員（執行役員）がＯＫＩウィンテ

ックの社外取締役に、ＯＫＩの取締役１名、監

査役１名および従業員１名が、ＯＫＩウィンテ

ックの監査役に就任しております。また、ＯＫ

Ｉの従業員１名がＯＫＩウィンテックへ出向

しております。 
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取引関係 
ＯＫＩが電気通信工事役務を購入しておりま

す。 

関連当事者へ

の該当状況 

ＯＫＩウィンテックはＯＫＩの連結子会社で

あります。 

 

 

（16）最近３年間の業績（連結） （単位：百万円。特記しているものを除く）

 
ＯＫＩ 

（完全親会社） 

ＯＫＩウィンテック 

（完全子会社） 

決算期 
平成19年 

３月期 

平成20年

３月期 

平成21年

３月期 

平成19年

３月期 

平成20年 

３月期 

平成21年

３月期 

売上高 718,767 719,677 545,680 28,624 31,191 28,974

営業利益又は

営業損失（△） 
△5,410 6,200 410 967 1,149 1,706

経常利益又は

経常損失（△） 
△12,762 △3,887 △6,189 1,048 1,290 1,872

当期純利益又

は当期純損失

（△） 

△36,446 567 △45,011 479 716 1,011

１株当たり当

期純損益（円） 
△56.27 0.83 △65.90 39.74 59.41 83.87

１株当たり年

間配当金（円） 
－ － － 8.00 8.00 8.00

１株当たり純

資産（円） 
160.13 138.55 75.64 1,133.00 1,159.59 1,223.73

 

 

４．株式交換後の株式交換完全親会社の状況 

（１） 商号 沖電気工業株式会社 

（２） 事業の内容 

電子通信・情報処理・ソフトウェアの製造・販売および

これらに関するシステムの構築・ソリューションの提供、

工事・保守およびその他サービスなど 

（３） 本店の所在地 東京都港区西新橋三丁目 16 番 11 号 

（４） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長執行役員 川崎 秀一 

（５） 資本金の額 76,940 百万円 

（６） 純資産（連結） 現時点では確定しておりません。 

（７） 総資産（連結） 現時点では確定しておりません。 

（８） 決算期 ３月 31 日 

 

 

５．会計処理の概要 

本株式交換は、ＯＫＩにとって共通支配下の取引等のうち少数株主との取引に

該当する見込みであり、この取引に伴い負ののれんが発生する見込みですが、金

額については現段階で未定です。なお、本取引は、平成 23 年３月期の取引となり
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ますが、「企業結合に関する会計基準（企業会計基準第 21 号）」の改正（平成 20

年 12 月 26 日改正）に伴い、発生する負ののれんは発生時に一括で償却する予定

です。 

 

 

６．今後の見通し 

平成 23 年３月期のＯＫＩの連結業績に与える影響は、判明した時点でお知らせ

いたします。なお、ＯＫＩウィンテックが平成 22 年３月期第３四半期決算短信で

公表した平成 22 年３月期期末の予想配当（１株当たり４円）に変更はございませ

ん。ＯＫＩウィンテックは、平成 22 年３月 30 日開催予定の臨時株主総会におい

て本株式交換契約が承認されることを条件に、平成 22 年３月 31 日の最終の株主

名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、１株当たり４円、

総額 48,400,000 円を限度として剰余金の配当を行うために必要な議案を平成 22

年６月開催予定の定時株主総会に上程する予定です。 

 

 

７．支配株主との取引等に関する事項 

本株式交換は、ＯＫＩウィンテックにとって支配株主との取引等に該当します。

一方、ＯＫＩウィンテックは、親会社であるＯＫＩおよびそのグループ企業との間

において、事業上の棲み分けを行っており、ＯＫＩもしくはそのグループ企業から

ＯＫＩウィンテックの自由な事業活動を阻害されるような状況になく、一定の独立

性が確保されていると認識しております。また、親会社との取引を行うに際しては、

他の企業との取引と同様の基準に基づき適正に意思決定をしており、経営の独立性

を確保しております。 

ＯＫＩウィンテックは、本株式交換においても、上記経営の独立性を確保し、さ

らに上記１．（３）および（４）に記載の施策により公正性を担保したうえで判断

しており、「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方針に関する

指針」に適合しております。 

 

 

以上 
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（参考）ＯＫＩの当期連結業績予想（平成 22 年２月３日公表分）および前期連結実績 

（単位：百万円） 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益

当期業績予想 

（平成 22年３月期）
456,000 14,000 7,500 2,000

前期実績 

（平成 21年３月期）
545,680 410 △6,189 △45,011

（注）本日（平成 22 年２月３日）公表の平成 22 年３月期第３四半期決算短信をご参照 

ください。 

 

 

（参考）ＯＫＩウィンテックの当期連結業績予想（平成 22 年２月３日公表分）および前期

連結実績 

（単位：百万円） 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益

当期業績予想 

（平成 22年３月期）
28,000 1,120 1,240 660

前期実績 

（平成 21年３月期）
28,974 1,706 1,872 1,011

（注）本日（平成 22 年２月３日）公表の平成 22 年３月期第３四半期決算短信をご参照 

ください。 

 

 

 

 

 


